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日本は環境政策として長期の目指すべき社会像を想定したが，そのイメージがあるとしても，目標を達

成するための具体的なアプローチが不明瞭である．そこで本研究では将来にライフスタイルの見直しを考

慮した上，2035年までの環境バランスを4つのシナリオで分析した．また，エコロジカル・フットプリン

ト指標を用いて，各シナリオにおける環境バランスの達成可能性を定量化した．その結果，1)集約的な国

土構造と技術発展のシナリオでは環境バランスが達成した道県が多い，2) 大都市圏に対してライフスタイ

ルの見直しによる環境負荷量の削減が有効である，3)地方部は環境受容量の増加可能性が大きい，4) いず

れのシナリオにおいても日本全体の環境バランスは達成できないが，個別な道県が達成するケースが見ら

れたことを明らかにした． 
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1.  研究の背景と目的 
 
 18世紀以降の工業化に伴い，人間の生活は物質的

な面で豊かに暮らすことが出来るようななった．一

方，すでに1970年代にはローマクラブ1）が，地球上

の成長は限界があり，いまのようなライフスタイル

を維持すると，資源・エネルギーの枯渇，地球温暖

かなどの問題がさらに顕著化にして，持続不可能な

状況になることを指摘された．それに対して，近年，

国連持続可能な開発会議(Rio+20)2)が開催されてお

り，将来の持続可能性への関心が高いことが伺える．

また，地球環境問題の中でも“地球温暖化”は早急

に具体的な対応が必要な課題として，国際的な議論

が活発に行われてきている．2015年の第21回気候変

動枠組条約締約国会議（COP21）3)では，各国は新

たな約束草案について合意に達し，日本は2030年度

に2013年比で温室効果ガスを26％削減する約束草案

を提出した．なかでも，居住者の暮らしに関係する

家庭部門CO2については約40％の削減目標が掲げら

れた．その目標を実現するため，ライフスタイルを

根本的に直す必要がある． 
以上のような環境政策動向や人口減少・超高齢化

の社会現状などを踏まえて，日本は2015年に長期

（2050年頃）・中期（2025～2030年頃）の目指すべ

き社会像を想定した4)．その中で，ライフスタイル

の変革・新技術の発掘及び活用・農山漁村の保全と

再生などの実現が重点課題としてまとめられた．し

かしながら，持続可能な社会のイメージがあるとし

ても，目標を達成するための具体的なアプローチは

不明瞭である．そのため，具体的な社会像を描くこ

と，また，その社会像に向けてどのようなライフス

タイルの見直しが必要であることを，定量的に把握

する必要がある． 
 また，近年では，「持続可能な社会」の考え方自

体を見直す議論がされており，「環境という土台が

あってこそ社会が成り立ち，その上に経済が成り立

つ」と認識を改めるべきとも提言されている．「持

続可能性」を検討する上で，環境負荷側の視点と合

わせて，“地球(ある地域)の有限性”1)を念頭に置

き，その地域が持つ環境的な容量の視点も踏まえる

ことが求められよう．つまり，環境面からの持続可

能性を検討する上では，“環境負荷・容量の両視点”

が必要不可欠であり，これらのバランスがとれた環

境改善策が必要となる． 
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これに対して，近年ではエコロジカル・フットプ

リント指標5)(EF指標)が着目されている．この指標

は，人間活動に伴う食糧消費やCO2排出，都市活動

に必要な土地利用等々，様々な環境負荷を土地資源

の消費面積に換算することで，同一基準によって包

括的に評価できる指標である．さらに，それら環境

負荷量に対して対象とする都市・地域内の環境受容

量(農用地やCO2吸収のための森林地等々)がどの程

度存在するのか，持続可能性の観点から，それら環

境バランスを比較することができる． 

そこで本研究では，人口減少・技術の発展状況・

居住者のライフスタイル変化を考慮して，将来的に

発生する可能性がある社会像を想定する．また，エ

コロジカル・フットプリント指標を用いてそれぞれ

の将来像における環境バランスを評価し，持続可能

社会に向けた取り組みのアプローチを模索する． 

 
 

2. 研究の位置付けと研究内容 
 
2.1 既往研究のレビュー 
(1)地球環境の 将来予測に関する研究 
 地球環境問題に関するシナリオが描かれるように

なったのは，1972年に出版された「成長の限界」1)

以降である．その将来シナリオの着目点は，世界人

口・経済と自然資源の制約との関係であった．1980
年代には，持続可能な発展の観点から地球システム

に関するシナリオが描かれた6)．1990年代から，地

球温暖化に着目したIPCCの温室効果ガス排出シナ

リオ 7) がある．また， IEA （ International Energy 
Agency）のWorld Energy Outlook8)はエネルギー資源

に関する予測を行っている．日本においても，2050
日本低炭素社会シナリオ9）があり，日本における温

室効果ガスの削減目標の達成可能性について検証を

行った．しかし，日本における検討は特定の廃棄物

に対する検討に限られ，様々な環境問題を網羅的に

反映できる将来像はまだ十分に明確化されていない．

また，産業・工業など巨視的な将来推計が多いが，

居住者の意識を考慮して，ライフスタイルの見直し

をシナリオに含めるものが見られない． 
 
(2) エコロジカル・フットプリントに関する研究 

EF 指標は，1990 年代初頭に Rees と Wackernagel
によって考案された（Wackernagel, M. and W. E, 
Rees，1996）5)．前述のように，EF 指標と BC 指標

は同じ土地面積尺度で表現すれば，環境バランスを

簡便に提示できる．EF 指標は様々な国・地域によ

り算出されている．WWF などの「Living Planet 
Report」では，世界約 150 カ国の EF 指標値を算出

している 10)．日本では和田(1995)11)により個人に対

して EF 指標値が算出されている．また，清岡ら

(2005)12)，氏原ら (2008) 13)，Poomら(2014) 14)によっ

て，都道府県，自治体と集落スケールの研究が進め

られてきた．  
EF 指標の計画分野への活用を目的とした研究も

数多く見られる．都市基盤整備の差異を EF 指標の

観点で分析した研究 15)，車利用抑制のためのソフ

ト施策の実施における環境負荷削減効果の算出 16)，

資源の不均衡配分を EF 指標で明らかにした研究 17)，

さらに，EF 指標を用いた地域間キャップ&トレー

ド制度の提案 13)などは行われている．また，圏域

に関する検討事例としては，環境バランスエリア概

念を提出した研究がある 18)． 
  

2.2 研究内容 
本研究では，人口減少・技術の発展・居住者のラ

イフスタイルの見直しを考慮したうえ，エコロジカ

ル・フットプリント指標を用いて将来における環境

バランスを予測することを目的にする．全体の環境

バランスを予測するため，研究対象は日本における

全ての都道府県とする．人口減少・技術の発展・居

住者ライフスタイルに関しては，シナリオ分析用い

て推測する．なお，ライフスタイルの見直しは居住

者の意識に強く関わっているため，本研究は全国を

対象にしたアンケート調査の結果に基づいて検討を

行う． 
また，シナリオ分析は，最も起こりうる単一の将

来を想定するだけでは，幅を持った起こりうる将来

に対応することができないと考えられる．将来には

不確実性があり，将来の様々な状況に対して適切な

対応政策や計画を検討することには，予測の意味が

ある． 
以上なことによって，本研究は，まず3章ではア

ンケート調査について記載する． 
4章では環境バランスを評価する指標（EF，BCと

環境負荷超過率）の算出方法を明示する．ここでの

算出はすべて公表されている統計データを使用して

いる． 
5章では，将来予測のシナリオ分析を行う．まず，

様々な社会の変化動向をとらえて，2つのキードラ

イブを抽出し，4つの将来像を想定する．EF指標を

用いて各将来像の環境バランスを定量化し，ライフ

スタイルの見直しが環境バランスに与える影響を明

らかにする。 
 
 

3. アンケート調査の説明 
 

本研究に際して実施したアンケート調査概要を表

-1 に示す． 

表-1 アンケートの概要 

15〜34歳 35〜44歳 45〜54歳 55〜64歳 65歳以上
大都市 108 109 106 105 111
中都市１ 121 122 123 125 125
中都市２ 120 123 123 127 123
小都市 118 123 125 123 127
町村 114 123 124 126 126

年齢階層別、都市規模別回収数(総数3000)

アンケート調査の概要

調査方法

調査対象

調査期間

インターネットによるアンケート調査

日本における住民（各年齢階層別、都市規模別）

2015年12月18〜21日
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 本研究では居住者の意識を網羅的に把握するた

め，広い範囲でより多いサンプルを取ることが望ま

しい．よって，全国3000人を対象に，2016年2月4日
から2月8日までの期間で，インターネットアンケー

ト調査を実施した．様々な属性のサンプルをとるた

め，地方・都市規模・年齢層別にセルを設定し，各

セルにおいては均等割り付けを行う．都市規模は，

家計調査の設計19)を参考にし，大都市は「東京都区

部・政令指定都市」，中都市は「政令指定都市を除

く人口15万以上の市」，小都市は「人口5万以上15
万未満の市」，町村は「人口5万未満の市」と定義

する． 
アンケート調査の項目については，個人属性の他，

ライフスタイルの見直しの実施意向について尋ねた．

ライフスタイルの見直しに関する質問は，(1)食料

自給率に関するもの（「国産飼料使用の肉を購

入」・「国産麦使用のパン・麺を購入」，(2)交通

エネルギー消費に関するもの（ガソリン価格の調整

への対策），(3)家庭エネルギー消費に関するもの

（電気代の調整への対策）の3つがある．具体的な

質問内容とライフスタイルの見直し行動を表-2に示

す． 
 
 
4. 環境バランス評価ツール 
 
4.1  EFとBCの計算手法 

EF 指標とは，人間活動に伴う CO2 排出量や各種

資源消費等を土地面積に換算して表す総合的な環境

指標である 4)． EF を構成する要素を表-1 に示す．

BC とは，EF 指標値の各構成要受け入れるための土

地利用面積．EF 指標値と BC 値を比較することで，

人間活動のオーバーシュート（環境負荷超過率）を

定量的に示すことができる． 
EF と BC の計算手法については，対象とする都

道府県内に居住している人々の個人消費に着目した

氏原ら(2010)13)より，Ujihara-Taniguchi Model(以下

UT モデル)を用いる．この UT モデルによる計算が，

個人の生活による EF と，都市の有する BC と環境

バランスと結び付けて分析しようとするため，本検

討に最適である． 
EFの各構成要素は表-3に示す通りである． 

1) 耕作地 EF：食料，動物飼料，衣料の為の作物生

産に必要となる耕作地 
2) 牧草地 EF)：食肉，牛乳，毛糸の為の動物に必要

となる牧草地 
3) 森林地（紙製品）EF：製紙材料を採取するため

の森林地 
4) 都市的土地利用 EF：都市的な活動を提供するた

めに必要な土地 
5) エネルギーEF：排出された二酸化炭素を吸収す

るために必要な森林地(民生家庭，交通，海外輸入

による輸送) 
 BC とは，EF 指標値の各構成要受け入れるための

土地利用面積 (例えば,対象地域の食料消費に伴って

必要となる農用地を,その対象地域内でどれだけ準

備できているか等) のことを指す．つまり，表-3 の

各構成要素に対応する形で，それぞれの都道府県内

に存在する耕作地・森林地・牧草地・都市利用の土

表-2 アンケートの内容 

 

表-3  EFの各構成要素 

項目 質問 選択肢 行動(略称) 対応EF要素
「飼料も
国産」の
国産肉類
の購入

「飼料も国
産」の国産
肉購入

「国産小
⻨」パ
ン・麺の
購入

「国産小
⻨」パン・
麺購入

特に何もしない・今まで通り自
家用車を使用する

何もしない

前より（さらに）外出の回数を
減らす
自家用車で移動する距離を短く
する
今まで自家用車で行っていた移
動を、公共交通、自転車、徒歩
などへ代替する

移動代替

ハイブリット車（HV）への乗
り換える

HV乗換

プラグインハイブリッド
（PHEV）車への乗り換える

PHEV乗換

短距離の移動については電気自
動車（EV）への乗り換える

EV乗換

特に何もしない・今まで通り生
活する

何もしない

以前より(さらに)節約する 電気節約
省エネ家電への買い替えや、省
エネリフォームをする

省エネ購入

太陽光発電設備の設置をする 太陽光発電
設備購入

属性

耕作地EF、
エネルギー
EF輸送部門

エネルギー
EF交通部門

エネルギー
EF家庭部門

職業、年齢、都市、都市規模区分、世代人員数

「国産小⻨」パン・麺について、「輸入小⻨」
パン・麺よりも何%程度高くても購入したいと

思うか
(50%、30％、20％、10％)

それぞれのガソ
リン価格の値上
げの程度につい
て、考えられる
最も近い対策を
お選びください

ガソリン
価格の値
上げ
（10％値
上げ、
30％値上
げ）

それぞれの電気
代の値上げの程
度について、考
えられる最も近
い対策をお選び
ください

電気代の
値上げ
（10％値
上げ、
30％値上
げ）

「飼料も国産」の肉類について、「飼料は海外
産」の肉類よりも何%程度高くなっても購入し

たいと思うか
(50%、30％、20％、10％)

ガソリン節
約
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地面積とする． 
 

4.2 環境負荷超過率の算出 
 環境負荷超過率は，「対象とする地の環境受容量

に対して，その集落から発生する環境負荷量が，ど

の程度超過しているのか，それら環境受容量と環境

負荷量とのバランスを示す定量的な指標」と定義し

た．環境負荷超過率 (rk) の算出式を以下に示す． 

ݎ                 ൌ
ாி

஻஼                                    (1) 

 
 
5.  環境バランスの将来予測 
 
 日本は，人口減少という歴史的な転換点を迎えた．

しかし，世界的には人口爆発的に増加が続き，新興

国における経済発展は目覚ましいため，地球温暖化，

化石エネルギー資源不足などの影響が顕在化してい

る．それに対して，環境教育，再生エネルギーの利

用，スマートグリットの構築，コンパクトな都市構

造への変換，など，社会・技術・国土構造など様々

な側面での取り組みが進んでいる．そこで，将来に

おける不確実性が高い，かつ環境バランスへの影響

が高いと考えられる二つのキードライブを抽出して，

シナリオ分析を行う．シナリオのイメージ図は図-1

に示す． 

本研究では，キードライブの一つが国土の構造で

あると考える．環境負荷への考慮，都市整備財源の

減少，インフラの老朽化，ガソリンの価格高騰など

が予測され，集約型都市構造が求められていること

が数多くの研究者により指摘されている．一方，個

人の考え方によって，必ずしも大量消費生産のライ

フスタイルを持続したいわけではなく，U ターン・

I ターン・J ターンなど郊外・集落（農山漁村）へ

移住するケースが数多く見られている．そのため，

将来的には分散型の国土構造になる可能性もあると

考えられる．二つ目のキードライブはエネルギー利

用のスタイルの観点から，技術発展と自然回帰の軸

である．それは「科学技術の発展により化石燃料に

依存しなくても持続可能になる」，と「技術に頼ら

ず昔ながらの自然と共存した生活を暮らす」，とい

う二つの考え方に基づいて設定した． 

集約型な国土構造になっていくと，人口は大都市

へ集中し，農村部は過疎化が進むと想定できる．集

約によって，土地利用が高度化し，退化した施設・

住宅を自然資源に回帰することができる．分散型は

農村へ人口流出する傾向があると考えられる．また，

技術発展の場合には，太陽光など再生可能エネルギ

ー利用の増加と，農林業の大規模化が可能となる．

自然回帰の場合には，農林業の魅力が高まり，農林

業労働者数も増える傾向があると想定する． 

 
5.1 シナリオの設定 
 本研究では，エコロジカル・フットプリント指標

を用いて将来の環境バランスを予測する．そのため，   
EF 指標・BC 指標を算出するための人口，資源消費

量，森林・耕作地面積などを予測する必要がある．

そこで，前述したシナリオに関連性があり，かつ

EF 指標と BC 指標の値に影響が高い項目について，

予測を行う．具体的には，将来の人口，ライフスタ

イル，耕作地面積の 3 つの項目を対象にし，将来の

値を一定の仮説に基づいて算出する．シナリオの設

定を表-4 に示す． 
(1) 人口 
 人口は「国立社会保障・人口問題研究所」20)を参

考にして，コーホート法で算出する．そのコーホー

ト法は，将来の生残率，将来の純移動率などの要素

について，仮定値によって推計した．本研究では，

将来の集約，及び分散の国土構造を考えるため，将

来の純移動率を「国立社会保障・人口問題研究所」
20)と異なる数値で算出する．集約のシナリオでは，

大都市圏へ純移動率高く，分散のシナリオでは，大

 
図-1 シナリオの概念図 

 

表-4  シナリオの設定 
A B C D

ライフスタイル 行動 国土構造集約×技術発展 国土構造集約×自然回帰 国土構造分散×自然回帰 国土構造分散×技術発展

人口

過去の平均値（5年毎） 過去の平均値（5年毎）

高くなる
増加率：過去の最大値（10年毎）

高くなる
増加率：過去の最大値（10年毎）

自然志向

「飼料も国産」の国産肉
購入・「国産小麦」のパ
ンと麺購入・ガソリン節
約・移動代替・電気節約

割合が定率で減少

技術志向
HV乗換・PHEV乗換・EV
乗換・省エネ購入・太陽
光発電設備購入

割合が増える（5年毎5％増） 割合が増える（5年毎5％増）

便利性志向 その他・何もしない

ライフス
タイル

耕作地
面積

項目
予測対象

割合が増える（5年毎5％増）

割合が定率で減少

割合が定率で減少

将来の純移動率

労働力変化率

労働力当たり耕作面積

大都市圏への純移動率：過去の最大値（5年毎）
5年毎の大都市圏以外への純移動率：過去の最大値（5年

毎）

変化なし

現在（2010年）と同様
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都市圏以外への純移動率が高いと設定する．都道府

県別の将来の純移動率は，過去（1970 年～2010 年）

の実績値の最大値を使用する．また，本研究では，

都道府県レベルを対象にしているため，計算の便宜

上，「大都市圏」の算出は県庁が三大都市圏 21)に

含まれた都道府県を対象にする．具体的には，東京

都・埼玉県・千葉県・神奈川県・愛知県・大阪府・

京都府と兵庫県である． 
 
(2) 耕作地面積 
 日本では，バブル以降，高齢化による離農や労力

の割に生産性が低いなどの原因で，耕作地面積は

年々減少している．本研究では，耕作地面積は労働

力当たり耕作面積と農業労働人口により推計し，算

出方法を式(2)に示す．農業労働人口はコーホート

法によって推計するが，実際に個人意識によって転

職する人もいる．その年齢階層別の変化を労働力変

化率と定義する．農業労働人口の算出方法は式(2)
に示す．自然回帰のシナリオでは，農林業の魅力が

高まり，他の職業へ転職する人がいないと想定し，

労働力変化率を 1 に設定する．技術志向のシナリオ

では，労働力変化率が過去と同様（1970 年～2010
年の間の平均値）と設定する． 
また，労働力当たり耕作面積については，技術の

優劣や大規模化の有無によって，都道府県間で大き

な差がある．この値は，技術発展のシナリオで高く

なると設定し，その増加率は過去（1970 年～2010
年）の最大値を用いて算出する．自然回帰のシナリ

オで変化がないと設定する．  
 

௙௔௥௠ܽ݁ݎܣ ൌ ݉ݎܽܨ ௡ܲ
௚ ൈ  ௣௘௥௦௢௡       (2)ܽ݁ݎܣ

 
݉ݎܽܨ ௡ܲ

௚ ൌ γ ൈ ݉ݎܽܨ ௡ܲିଵ
௚ିହ

    (3) 
 

 ௙௔௥௠：耕作地面積 (ha)ܽ݁ݎܣ

݉ݎܽܨ ௡ܲ
௝
：n 年に年齢階級 j の農業労働力（人） 

 ௣௘௥௦௢௡：労働力あたり耕作面積（ha/人）ܽ݁ݎܣ
γ：労働力変化率 
n：年 
g：5 歳階級の年齢階級 
 
(3) ライフスタイル 
ライフスタイルの見直しによって，環境負荷の削

減が期待されている．一方，ライフスタイルは，個

人意識，社会的環境の変化や，国の教育の方針によ

る大きく変わると思われる．本研究ではある仮定値

を設定して推計し，各ライフスタイルのシナリオに

対する特性（感度）が異なることについて，検討を

行う．ライフスタイルの見直しによる環境負荷削減

量の算出については，それぞれ削減できる EF 要素

のうち，その実践可能性を加味し，潜在的な削減量

を算出する．また，ライフスタイルは複数の行動を

含んでいる，各ライフスタイルに対応した行動を表

-4 に示している．各行動の実践可能性（各行動を

実践したいと回答した人の割合）は，アンケート調

査から把握する．各行動が削減できる EF 要素は，

表-2 に示してたアンケート調査の項目に対応して

いる．  
ライフスタイルの見直しによる環境負荷削減量は

式(4)で算出する． 
 

௦ܨܧ ൌ ௝ܨܧ∑ ൈ ௜ݎ ൈ  ௜௝        (4)ߟ

௦ܨܧ :シナリオ s の環境負荷削減量 
௝：EFܨܧ の構成要素 j 
௜：行動ݎ i の実践程度 
௜௝：行動ߟ i の補足条件 j 
 
 「飼料も国産」の国産肉類の購入の補足条件はア

ンケート調査からの平均「国産肉購入率」と平均

「家庭調理頻度」により把握する．「国産小麦」パ

ン・麺購入の補足条件も同アンケート調査からの平

均「家庭調理頻度」とする．「ガソリン節約」・

「移動代替」「HV 乗換」「PHEV 乗換」「EV 乗換」

の補足条件は「ガソリン使用量削減率」である．

「ガソリン節約」・「移動代替」の削減率は 15％
と設定する．「HV 乗換」「PHEV 乗換」「EV 乗換」

の削減率はアンケートからそれらの車種を所有する

人と所有していない人のエネルギー消費量の差で推

計する．「電気節約」については「家庭の省エネ徹

底ガイド」22)を参考にし，すべての対策（機器の買

替を除く）を同時に実施する最も電気が節約される

状況を想定する．それに基づき，補足条件となる

「電気使用量削減率」を 15％に設定する．「省エ

ネ購入」については，環境省省エネ製品買換ナビゲ

ーション 23)と低炭素社会に向けた住まいと住まい方

推進会議第一回の資料 24)を参考にし，補足条件の

「電気使用量削減率」を 50％に設定する．「太陽

光発電設備購入」の補足条件については，太陽光発

電学会から算出された年間予想発電量 25)を参考に

し，80％に設定する． 
 
5.2 結果 
 4.1 のシナリオ設定によって推計した将来の環境

バランスを図-2 と図-3 に表す．図-2 は日本全体の

の環境バランスの予測，図-3 はシナリオ A とシナ

リオ C の都道府県別の予測を示している．これら

の図から以下のことが言える． 
1) 図-2 から技術発展のシナリオは自然回帰の

シナリオより，環境負荷量がより低くなる

ことを示した．技術発展×国土構造集約の

シナリオは最も環境受容量が高く，自然回

帰×国土構造分散のシナリオは最も環境受

容量が低いことを明らかにした．いずれの

シナリオにおいても，日本は 2035 年まで環

境バランス（r=1）を達成することができな

いことが示された． 
2) 日本国面積の約 80％が環境受容量になって

おり，将来的に環境受容量がさらに増える

ポテンシャルは高くない．一方，ライフス 
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図-2 日本における環境バランスの将来予測 

 

 

 
 

図-3 都道府県別における環境バランスの将来予測（シナリオ A・C） 

1 北海道 2 青森県 3 岩手県 4 宮城県 5 秋田県 6 山形県
7 福島県 8 茨城県 9 栃木県 10 群馬県 11 埼玉県 12 千葉県

13 東京都 14 神奈川県 15 新潟県 16 富山県 17 石川県 18 福井県
19 山梨県 20 長野県 21 岐阜県 22 静岡県 23 愛知県 24 三重県
25 滋賀県 26 京都府 27 徳島県 28 大阪府 29 兵庫県 30 奈良県
31 和歌山県 32 鳥取県 33 島根県 34 岡山県 35 広島県 36 山口県
37 香川県 38 愛媛県 39 高知県 40 福岡県 41 佐賀県 42 長崎県
43 熊本県 44 大分県 45 宮崎県 46 鹿児島県 47 沖縄県
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タイルの見直しによる環境負荷量の削減は

顕著に見える．日本全体の環境バランスの

達成には，環境負荷量の削減が有効である

と考えられる． 
3) 図-3 から各都道府県における将来環境バラ

ンスの達成状況を明らかにした．東京都・ 
神奈川県・愛知県など三大都市圏における

都道府県に関しては，環境負荷量が大幅に

減少していくに対して，環境受容量の変化

がほとんどない．これらの都道府県は 2035
年まで環境バランス（r=1）を達成すること

ができない． 
4) 岩手県・長野県・岐阜県・奈良県など多く

の道県は，将来的に環境バランスを達成す

る可能性がある． 
5) 熊本県・広島県では，技術発展×国土構造

集約のシナリオでは環境バランスが達成で

きるが，自然回帰×国土構造分散のシナリ

オでは達成できない． 
6) 都道府県の特徴によって，環境負荷量と環

境受容量の変化の程度が異なっているが，

全体的には技術発展×国土構造集約のシナ

リオの環境バランスがより良いことが言え

る． 
 

 

6. 結論 
 本研究では，人間活動から発生した環境負荷と地

域を持つ環境的な容量とのバランスに着目し，国土

構造・技術発展などを考慮したシナリオ分析を通じ

て，将来の環境バランスを検討した．また，個人意

識を考慮して，ライフスタイルの見直しが将来の環

境バランスに与える影響を明らかにした．その結果，

人口減少・高齢化という大きな社会背景において，

持続可能社会を実現するためには，集約型国土構造

と科学技術の発展が重要であることを明らかにした．

また，ライフスタイルの見直しによって，2035 年

まで日本全体で環境バランスを達成することができ

ないが，個別の道県が達成する可能性がある． 

 一方，本研究で算出した環境負荷は居住者の個人

消費に着目したが，家具製品・タバコなどの消費財

が考慮されていない．また，国土構造の考え方とし

て，人口の移住を考慮したが，移住による土地の変

化や，低未利用地の自然再生などの検討が必要であ

る．ライフスタイルの見直しについては，太陽光発

電施設や電気自動車の利用を分析したが，バイオマ

スや水素といった新エネルギーの利用可能性も今後

のアンケート調査で補足する価値があると考えられ

る． 
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